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河川整備基本方針／河川整備計画

河川整備基本方針

・長期的な視点に立った河川整備の基本的な
方針を定めたもの

・個別事業など具体の河川整備の内容を定め
ず、整備の考え方を記述

年超過確率1/150対応

平成16年1月策定
平成24年11月変更

福
島
■

↓ ↓ ↓ ↓ ↓

太
平

→ → → → 洋2,400 5,800 7,100 9,200

岩
沼
■

荒　川 摺上川 白石川

1,800 1,200 1,700 800 2,100
釈迦堂川 五百川

● ●
丸

賀 森
↑ 川 ↑ ↑ ↑

社　川 大滝根川 移　川 広瀬川
1,300 700 700 1,200

須

(10,700)(7,000)

〇河川整備は長期的な計画を定めた河川整備基本方針に沿って、概ね３０年間の具体な整備内容
を定めた河川整備計画に基づき実施してきたところ。

※ ( )は目標流量

河川整備計画

・個別事業を含む具体的な河川の整備の内容
を明らかにする
・平成１８年度を初年度として概ね３０年間

策定時、戦後最大洪水であった昭和６１年８月
洪水対応（概ね、年超過確率1/60）

平成19年3月策定
平成24年11月変更

(9,100)(4,900)

※ ( )は目標流量
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河川整備計画における遊水地の記載

遊水地の整備により、下流域も含め水位を低減
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東日本台風による阿武隈川の状況（降雨・流量）

〇流域に甚大な被害をもたらせた令和元年東日本台風は、将来目標としていた河川整備基本方針の

流量を超える規模。

雨量 ・ 流量

※数値は、速報値（R2.1時点）であり、今後変更となる場合がある。
※雨量は、対象降雨の継続時間の基準地点上流域の平均雨量。

※流量は、ダム・氾濫戻し。また、「基本方針」は基本高水のピーク流量、
「整備計画」は整備計画目標流量。

〇福島県内の基準観測所すべて
で既往最高水位を観測

〇浸水面積：約3,200ha
〇浸水戸数

床上：約9,300戸
床下：約2,200戸

※国直轄管理区間の市町村全体での数字
であり、今後の調査で変更となる可能性
あり

令和元年東日本台風
被害状況等
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阿武隈川緊急治水対策プロジェクト
～本川・支川の抜本的な治水対策と流域対策が一体となった総合的な防災・減災対策～

〇令和元年東日本台風による甚大な被害を受け、再度災害防止のため、国、県、市町村が連携し、

１０ヵ年の「阿武隈川緊急治水対策プロジェクト」を策定（R２．１）

〇国管理区間では、令和元年東日本台風洪水と同規模の洪水に対して堤防からの越水を回避し、

流域における浸水被害軽減を図る（河川整備計画の大幅前倒し・拡充）



○ 河道掘削と遊水地整備により、東日本台風と同等規模の洪水が発生した場合
においても、堤防越水を防ぎます

整備後の効果（イメージ）

本遊水地計画による阿武隈川全体の効果

上流下流

堤防

水位

都市部（須賀川、郡山、本宮など）

緊急治水対策プロジェクト
(遊水地等)後の水位

令和元年東日本台風の洪水水位

遊水地の効果

河道掘削の効果

堤防 堤防

遊水地の効果
河道掘削の効果

５

緊急治水対策プロジェクト後も
更なる整備を実施
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遊水地計画検討にあたっての視点（気候変動リスク）

〇気候変動により降雨量が増加し、水災害のさらなる激甚化、頻発化が懸念。

〇長期的な河川整備の方針である河川整備基本方針を、将来の降雨増加を見込んだ計画に改定予定。

○将来、発生する可能性がある大規模水災害に対しても、治水対応ができるよう、遊水地の計画検討は、

可能な限り洪水貯留できる最大規模で計画。

世界平均地上気温変化

（２℃上昇ケース）

（４℃上昇ケース）
経年変化

（年）

降雨量変化倍率をもとに算出した、
流量変化倍率と洪水発生頻度の変化

※ ２℃は、温室効果ガスの排出抑制対策（パリ協定）の目標とする気温



須賀川市街地

郡山市街地

狭窄区間 乙字ヶ滝

福島空港

泉郷駅

玉川村役場

勾配が急
な区間

平坦な地形のため、
川の流れが遅くなり、
水位が上がりやすい
（勾配：緩やか）

３町村の阿武隈川
沿川地区の特徴

川幅が狭いため、水
が下流に流れにくく、
たまりやすい

川の流れが早い
（勾配：急）

きょうさく

７

平坦な区間

氾濫が発生しやすい地域

上流で水を溜めることにより、
下流市街地への氾濫リスクが
低減



■ 遊水地計画検討の基本的な考え方

過去洪水の浸水実績範囲を基本（河川氾濫が起こりやすい地形特性）

大規模水災害の発生に備え、プロジェクト範囲内で最大限実施可能な規模

① 計画の範囲（面的な大きさ）

浸水実績範囲を踏まえて設定

＊過去洪水の浸水実績とほぼ同等

② 土地の利用（遊水地内）

可能なかぎり掘削する必要

＊但し、地下水調査が今後必要

遊水地計画の概要

既往洪水の被害状況

洪水年月 浸水面積 浸水戸数

昭和61年8月 342 ha 182戸

平成10年8月 205 ha 22戸

平成23年9月 300 ha 65戸

令和元年10月 487ha 289戸

玉川村

矢吹町

鏡石町

凡例

昭和61年8月洪水浸水面積

昭和61年8月洪水破堤地点

平成10年8月洪水浸水面積

平成23年9月洪水浸水面積

平成23年9月洪水破堤地点

令和元年東日本台風洪水浸水面積

令和元年東日本台風洪水破堤地点

８



本遊水地計画によるメリット・デメリット（沿川地域では）
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■ 川からの氾濫は？ ⇒ 周囲堤を整備し遊水地の外の地域を洪水から守る。

遊水地の湛水・排水は計画的に行う。

■ 雨水が溜まることによる内水被害は？ ⇒ 今後検討・調整を図る。

■ 現家屋の浸水被害は？ ⇒ 遊水地区域内の建物は移転（補償）となるため、

河川の氾濫によって浸水した多くの家屋は移転と

なる見込みであるが、移転先地の確保が必要。

■ 地内農地浸水被害は？ ⇒ 全面買収（補償）により、営農できない。

周囲堤

整備前整備前 整備後整備後

しゅういてい

囲繞堤
いぎょうてい

排水樋門
は い す い ひ も ん

＜遊水地整備前後 イメージ図＞



遊水地の方式について

１０

①地役権補償方式 ： 農地等の利用を保全したまま洪水時のみ貯留する

②用地買収（掘り込み）方式 ： 現地盤を掘り下げ、より多くの調節容量を確保

①地役権補償方式のイメージ①地役権補償方式のイメージ ②用地買収（掘り込み）方式のイメージ②用地買収（掘り込み）方式のイメージ

対象地域では従前の土地利用ができなくなる

平常時は、公園やグランド等の活用は可能

現地盤を掘り下げることにより、より多くの調
節容量が確保できる

盛土や築造行為が制限されるが、平常時
は農地としてそのまま利用し、洪水時は
遊水地として利用する

容量の確保のためには、広い面積の土
地 が必要となる

洪水時の貯留により、大量の土砂が流入
することが懸念される



（参考）主な治水メニューの比較検討

１１

①築堤・嵩上げ：

新たに堤防をつくったり、既存の堤防を、より高い
ものとすることにより、河川の断面積を広げます

②引 堤：

堤防を移動して川幅を広げることにより、河川の断
面積を広げます

③河道堀削：

河床を掘り下げて河川の断面積を広げます

④洪水調節施設（遊水地） ：

平地のある限られた区域に洪水の一部を貯め、河川
における洪水のピーク流量を減らします

⑤放水路 ：

新しく水路を作り洪水をバイパスすることにより、
河川流量を減らします

◆築堤・嵩上げ

◆引き堤

◆河道掘削

◆遊水地

◆放水路

※計画地の治水安全度が上がる一方、下流への負荷増・堤防決壊時の被害増加

※計画地の治水安全度が上がる一方、下流への負荷増・用地買収が必要

※計画地の治水安全度が上がる一方、下流への負荷増

※地形特性を考慮した対策・下流への負荷低減。用地の買収あるいは一定の制限が必要

※放水路を整備する大規模な用地が必要


